マイケル・ゴードン (リヴァプール大学法学部) 「憲法上の流動化の時代における連合王国の国会主権 : 挑戦，中心的な位置および自己満足」(1) by 倉持  孝司
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「イギリス憲法研究会」は，2012 年に京都で第 1 回「日英比較憲法セミナー」を
開催して以降， これまでに第 2 回 （2013 年，英国），第 3 回 （2015 年，日本），第 4 回
（2016 年，英国）と同セミナーを連続して開催して来た（本セミナーについて，ジョ
ン・マッケルダウニイ 〔愛敬浩二＝宮内紀子（訳）〕「展開・改革・変化の中のイギリス公法
―展望と論争」 〔法政論集268号 （2016年） 349頁〕 に付された 「訳者によるはしがき」）。
そして，2017 年 9 月には， 「Brexit と英国憲法 （Brexit and the British Constitution）」 
をテーマに， 英国から講師としてユーイング （Keith Ewing） 教授 （ロンドン・キングス





門家である （とくに， 1931 年に初版が出された憲法・行政法の「基本書」である『憲法・
行政法』 〔E.C.S. Wade and G.G. Phillips, Constitutional & Administrative Law〕 を，1993
年出版の第 11 版から Bradley 教授とともに引き継ぎ 〔A.W. Bradley & K.D. Ewing, Consti-
tutional & Administrative Law〕， 同書は， 2015 年に第 16 版が出版されている 〔A.W. Brad-
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ley, K.D. Ewing & C.J.S. Knight, Constitutional & Administrative Law, 2015, Pearson〕）。
ゴードン教授は，「国会主権」を専門とするいわば新進の憲法研究者で，その代表




「イギリス憲法研究会」 は， イギリス憲法は， 1970 年代以降， 「流動化 （in flux）」
状態にあるとの認識に基づいて，イギリス憲法の「変容」の状況を検討することを
課題として設定し共同研究を行って来た（その成果として，松井幸夫編著『変化する
イギリス憲法―ニュ ・ーレイバーと「憲法改革」―』 〔敬文堂，2005 年〕，倉持孝司＝
松井幸夫＝元山健共編著『憲法の 「現代化」 ―ウェストミンスター型憲法の変動―』
〔敬文堂，2016 年〕）。そして，とくにこの間，大きな問題となっている「連合王国
（以下，UK と記す）と EU との関係」についてあらためて検討課題とする必要があ





























ころである。とくに 2015 年以降，UK は憲法の流動化の時代にあるように思わ
れ，デイヴィッド・キャメロン（David Cameron）保守党政府選出に続く 3年間に，
UK の憲法および政治は重大な展開をみせている。というのは，キャメロンは，選
挙マニフェストにおいて，（とりわけ）UK が EU の構成員であることに関する全
国的レファレンダムの実施を約束したからである。EU 離脱（‘Brexit’）決定は，そ
の後に継続している憲法上の変化の時期の中心に位置するものとなっている。しか






















































































とシーウェル憲法習律 （the Sewel convention） の承認，UK の EU 離脱に備える立法


















































































（1）　2016 年 EU レファレンダムおよび国会主権のスローガン化
国会主権の原理が新たに公けに目立つようになっているということは，EU の構
成員であることに関する UK の 2016 年レファレンダムの多くの注目すべき結果の
一つに過ぎない。国会主権を回復することの望ましさについての主張は，UK は，








論じた12）。Michael Gove は，「UK が EU の構成員であることは，広範囲の法の変
更をできなくさせ，われわれの生活に影響を与える重大な決定を行う者を選択する
ことをできなくさせる」と示唆した13）。また，EU 離脱の主張を支持して，Boris 




















る。「ランカスタ ・ーハウス」 での演説において， 同首相は， UK は， 他のヨーロッパ
諸国のそれとは 「異なる」 「政治的伝統」 を有しており， 「国会主権の原理は， UK の
不文憲法制度の基礎である」ことを指摘した。こうした背景に照らすと，レファレ
ンダムは， 「そう考えられているように， UK の議会制民主主義， 国家の自己決定権
146







の主張がされている。EU 離脱大臣（Secretary of State for Exiting the EU）である Da-





































UK の国会主権は EU の構成員であり続けることとは両立しないという主張が繰り
返されたが，そこでは，憲法研究者および実際に国内の司法部の中での反対の立場
を支持する重大かつ十分に確立された合意が存在したということを承認しようとは





























































































それは司法部の半信半疑の対象となっている。重要で影響力のある Jackson v At-


























国会主権は， R (Miller) v Secretary of State for Exiting the European Union 事件34）
において目立った形で主役を演じたが，本件は，UK が EU を離脱する意図を告知
するための国内的な「憲法上の必要条件（constitutional requirements）」に関する訴
訟であり，大きな注目を集めたものであった。「憲法上の必要条件」 は，EU に関す











第一の点について，申立人は，EU 条約 50 条に基づいて自動的離脱の可能性が
生じるので，離脱告知を発するというまさにその事実が国会制定法である 1972 年









可能なシーウェル憲法習律 （the Sewel convention）38）に従って， 権限移譲された立法
部の同意に服することが条件となると主張した。この Miller 事件においては，EU















ルズの高等裁判所における R (Miller) v Secretary of State for Exiting the EU 事件43）
において，合議法廷（the Divisional Court）は，上の第一の点については，反対の
結論に達したが，第二の点については，検討を求められなかった。同裁判所は，国
王大権に基づく国際関係および外交を行う執行権限は，EU 離脱は 1972 年 EC に
関する法律によって実効的なものとされた国内における諸権利に対して潜在的な国
内的インパクトを有するのであるから，EU 条約 50 条を発動するためには十分な
ものではないと判示した。代わりに，Thomas 主席裁判官，Terence Etherton 記録
長官および Sales 裁判官の判示は，1972 年 EC に関する法律は，「憲法的制定法
（‘constitutional statute’）」と解釈されるべきであり，国王大権は国内法を変更するた
めに行使されることはできないということを表明する憲法上の原則を背景にして解






















ン（the Crown in Parliament）が主権的であるということは共通の基礎である」とい
うことを無条件で受け入れた48）。国会主権は，「最高度の権威をもつ指導的判例に
おいて繰り返し承認されてきた」一つの原則であり，裁判所は（おそらく効果的な




















ず，1972 年 EC に関する法律は通常の制定法より何らかの高いレベルの法的保護
に値するものだとすることである。第二は，離脱の意図の告知を発する国王大権に
対する明示的制限を追求して，1972 年 EC に関する法律（および，UK の法システ
ムにおける EU 法の地位を形成する後続の立法）の文言の評価を超えて行く点であ
る（告知は，それ自体，国会によって制定された立法の継続する法的効力に対して
いかなる直接効果も有しない）。代わりに，1972 年 EC に関する法律の格別な憲法

















な主張に傾いたように思われた。多数意見は，1972 年 EC に関する法律は「憲法
的性格」を有していると示唆したが，この新たな定式化の正確な意味および含意は
説明されなかった56）。そして注目すべきことは，多数意見は，いずれの先例にも従
































結局のところ，国会主権の原理は，EU 条約 50 条に基づいて告知を与えるため
の法的権限を首相に対して付与する新たな国会制定法を要求するとみなされるべき
はずであったということは決して明確ではない62）。このことは，上述の憲法上の仮
説を背景にして，多数意見が，1972 年 EC に関する法律についての制定法解釈に
対して，「合法性の原則（the ‘principle of legality’）」63）によって（誤った）情報を与
えられ，人為的なアプローチを採用した場合，とくにそうである。国会は，同法に
おいて EU からの離脱決定の大臣による告知を授権できたはず














「国内法に対する国会至高性の原則の UK の憲法（constitutional law）における
重要性は完全に受け入れる。……同原理は， しかしながら， 国会は， UK が EU の
もとを去ることができる前に，国会制定法を制定しなければならないというこ
とを要求しているわけではない。……それは，国会が 1972 年 EC に関する法律
に基づいて UK の国内法において EU 法に対して付与した効果は，UK に対する
EU 条約の適用，および，それ故 UK が EU の構成員であることを固有の条件と
しているからである。同法は，UK が EU の構成員であることに関していかなる
必要条件も課していないし，いかなる意図も表明していないのである。」66），と。
このような 1972 年 EC に関する法律の解釈に対するアプローチは，もし当該制
定法が次のように検討されたならば価値を高めえたであろう。すなわち，第一に，
国会によって制定された後続の立法の文脈において検討された場合である。とくに
2011 年 EU 法（European Union Act 2011）は，事前の制定法による授権（およびい
くつかの場合には，全国的レファレンダムでの事前の授権）なしに EU レベルでの
きわめて広範に及ぶ特定の諸決定に関して国王大権が利用されるのを妨げることで
大臣の権限に広範な制限を課したが，EU 条約 50 条に基づく離脱告知に対しては























意は，EU 条約 50 条による告知を授権する国会制定法に対して必要とされるかど
うかという問題について，最高裁判所は，全員一致で，より単刀直入に形式主義的
なアプローチを採用した。同意といういかなる必要条件も法的な義務ではなく憲法

































































補われ，Moohan v Lord Advocate 事件74）における最高裁判所の多数意見にとって
の指導的意見を書いた Hope 裁判官によれば，継続的な「議論の余地のある事項」
へと加工されたように思われる。これらの疑念は， 一見したところ， 最初に Jackson
事件において持ち出されたときのように司法部の思潮の周辺に位置するものでは






























より明確な例は，R (Evans) v Attorney General 事件77）にみることができる。Evans
事件において， 最高裁判所の多数意見は， 2000 年情報自由法 （Freedom of Informa-








には， 国会によって制定された法の準則（the rules of law）が， それに従えば判決は










則を強調することが増大している。Miller 事件および Evans 事件の双方において，
憲法上の諸原則および諸概念に公然と依拠することがみられたが， それは， HS2 事
件においてその最高潮に達していた傾向を補強するものであり，HS2 事件におい
ては，Neuberger 裁判官および Mance 裁判官は，「憲法的文書」および「法の支配
にとって基本的な」コモン・ロー上の原則から成る枠組みを考案するところにまで



























は， 過度に不確実な状態になるように思われる。そして， このことは， UNISON 事

















におけるように，Pham 事件において，最高裁判所は，EU 司法裁判所 （the Court 




















ものだからである。目前に迫る UK の EU からの離脱は，この特殊なジレンマを解
決するであろうが，この文脈で選択された基本的な諸原則を保護するような方法
で立法を解釈しようとする裁判所の潜在的な意欲は，憲法的なコモン・ロー的推論
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